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［凡例］ 

計数については、原則として、表示単位未満を切り捨て、端数調整をしていないため、合計等と

一致しない場合がある。 
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令和３年度東京都都市再開発事業会計決算審査意見書 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象  令和３年度東京都都市再開発事業会計 

２ 対 象 局  都市整備局 

３ 審査の方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算その他関係書類が、法令に適合し、かつ正

確であることを検証するため、総勘定元帳その他の帳簿及び証拠書類との照合等を行うとともに、

関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により、東京都監査委員監査基準（令和２

年東京都監査委員告示第２号）に準拠して審査を実施した。 

あわせて、事業運営について、経済性の発揮及び公共性の確保の観点からも審査を実施した。 

４ 審査の期間  令和４年６月３日から同年９月６日まで 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算について 

審査に付された都市再開発事業会計の決算その他関係書類は、前記の方法により審査した限り、

重要な点において、法令に適合し、かつ正確であると認められる。 

２ 事業運営について 

 （１）事業概要 

市街地再開発事業は、道路、公園等の公共施設と、都市型住宅や業務施設を一体的に整備する

ことにより、良好な生活環境を備えた安全かつ快適な生活空間を創出する総合的なまちづくりを

行うものである。 

本会計では、泉岳寺駅地区、環状第二号線新橋･虎ノ門地区（以下「環状二号線地区」という。）、

大橋地区及び北新宿地区の経理を対象にしているが、これら４地区の事業概要は、表１のとおり

となっている。 

また、北新宿地区、大橋地区及び環状二号線地区は、予定した工事の全てを完了しており、こ

れらの地区別収支累計は、表２のとおりである。 
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（表１）各地区の事業概要 

泉
岳
寺
駅
地
区 

事業の目的 

泉岳寺駅のホーム拡幅などの駅改良に合わせて、隣接する国道 15 号

沿道市街地の一体的なまちづくりを行い、品川駅周辺開発と調和した
国際交流拠点にふさわしい複合市街地の形成などを目指す。 

総事業費 946 億 300 万円 

事業施行期間 平成 30 年度から令和 9年度まで 

区域面積 

約 13,230 ㎡(公共施設約 4,740 ㎡、宅地約 8,490 ㎡) 
公共施設計画 放射第 19号線  延長約 220ｍ 幅員 16.5ｍ 

補助第 332 号線 延長約 40ｍ 幅員 22ｍ 

地区幹線道路  延長約 40ｍ 幅員 4ｍ 

計画人口 約 700 人 

施設建築物 1 棟（住宅約 350 戸） 

権利者数 
（事業計画策定時） 

118 人 （土地所有者 5人、土地建物所有者 67人、借家人 46 人） 

事業の経緯 
平成 29 年11 月 市街地再開発事業の都市計画決定 
平成 31 年 2 月 市街地再開発事業の事業計画決定 

環
状
二
号
線
地
区 

事業の目的 
幹線道路である環状第 2 号線を整備し、都心部へ集中する交通を分

散するとともに、地域の健全な発展を図る。 

総事業費 2,545 億 1,700 万円 

事業施行期間 平成 14 年度から令和元年度まで 

区域面積 

約 79,700 ㎡(公共施設約 64,300 ㎡、宅地約 21,200 ㎡) 
(重複利用区域約 5,800 ㎡含) 

公共施設計画 環状第 2号線   延長 1,353ｍ 幅員 40ｍ 
放射第 19号線他 延長 232ｍ  幅員 14.5～30ｍ 

計画人口 約 820 人 

施設建築物 4 棟（うち 3棟、住宅 381 戸） 

権利者数 

（事業計画策定時） 
942 人 （土地所有者 348 人、借地権者 110 人、借家人 484 人） 

事業の経緯 

昭和 21 年 3 月 環状第 2号線の都市計画決定 

平成 5 年 7 月 環状第 2号線の都市計画変更 
平成 10 年12 月 市街地再開発事業の都市計画決定 

平成 14 年10 月 市街地再開発事業の事業計画決定 
平成 29 年 3 月 工事完了 
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大
橋
地
区 

事業の目的 
首都高速道路中央環状新宿線大橋ジャンクション整備と一体的にま

ちづくりを進めるため、周辺を含めた土地の高度利用と都市機能の更

新を目指す。 

総事業費 246 億 8,600 万円 

事業施行期間 平成 16 年度から令和 5年度まで 

区域面積 

約 38,000 ㎡(公共施設約 31,900 ㎡、宅地約 8,900 ㎡) 
(重複利用区域約 2,800 ㎡含) 

公共施設計画 環状第 6号線 延長約 110ｍ 幅員 11ｍ 
放射第 4 号線 延長約 220ｍ 幅員 20ｍ 

区画道路   延長約 380ｍ 幅員 5～7.5ｍ 

公共空地   約 990 ㎡ 

計画人口 約 1,800 人 

施設建築物 2 棟（住宅 902 戸） 

権利者数 
（事業計画策定時） 

346 人 （土地所有者 153 人、借地権者 30人、借家人 163 人） 

事業の経緯 

平成 2 年 8 月 中央環状新宿線の都市計画決定 

平成 11 年 4 月 中央環状新宿線の都市計画変更 
平成 16 年 1 月 市街地再開発事業の都市計画決定 

平成 17 年 3 月 市街地再開発事業の事業計画決定 

平成 25 年 2 月 工事完了 

北
新
宿
地
区 

事業の目的 
地区内の放射第 6 号線を整備するとともに、老朽化した低層密集住

宅を新宿副都心地域にふさわしい市街地として、土地の有効利用と都

市機能の更新を図り、防災性の向上を目指す。 

総事業費 1,381 億 9,600 万円 

事業施行期間 平成 10 年度から平成 27年度まで 

区域面積 

約 47,200 ㎡(公共施設約 19,400 ㎡、宅地約 27,800 ㎡) 

公共施設計画 放射第 6号線  延長約 350ｍ 幅員 30～32ｍ 
放射第 24号線 延長約 25ｍ 幅員 16ｍ 

計画人口 約 1,300 人 

施設建築物 9 棟（うち 5棟、住宅 660 戸） 

権利者数 

（事業計画策定時） 
394 人 （土地所有者 130 人、借地権者 43人、借家人 221 人） 

事業の経緯 

昭和 21 年 3 月 放射第 6号線の都市計画決定 

平成 6 年10 月 市街地再開発事業の都市計画決定 

平成 10 年 5 月 市街地再開発事業の事業計画決定 
平成 27 年 3 月 工事完了 
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（表２）地区別収支累計  （単位：千円） 

区分 北新宿地区 大橋地区 環状二号線地区 計 

営業収益  172,172,271  27,600,151  309,936,697  509,709,119 

営業費用  99,627,478  29,500,250  305,060,319  434,188,047 

営業損益  72,544,793 △ 1,900,099  4,876,378  75,521,072 

（注）泉岳寺駅地区については、工事が完了していないため、本表に記載していない。 

 

 （２）経営状況等 

（主要な経営指標等）  （単位：百万円） 

項目 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

営業収益 - - - - - 

営業損益 △ 5 - - - - 

経常損益 △ 2 2 11 104 104 

再開発資産 789 1,397 31,960 36,429 37,226 

資本合計 38,656 38,659 38,670 38,775 38,955 

事業進捗 
泉岳寺駅地区
都市計画決定 

泉岳寺駅地区
事業計画決定 

泉岳寺駅地区

管理処分計画
決定 

 
泉岳寺駅地区

特定建築者決
定 

 

本会計では、４地区の市街地再開発事業を行うに当たり必要な用地費、工事費等を支出してお

り、その財源は保留床（注１）の敷地処分収入、国庫補助金、一般会計負担金等である。また、

各年度の財務諸表に計上される金額は、各地区の事業進捗状況に応じて大きく変動する構造であ

る（注２）。 

北新宿地区は平成２７年度、環状二号線地区は令和元年度に清算徴収金の徴収を終え、全ての

事業が終了している。これ以外の地区の令和３年度の事業進捗は、次のとおりである。 

・ 泉岳寺駅地区は、特定建築者を令和３年６月に決定した。また、埋蔵文化財調査を実施した

ほか、物件移転補償を行った。用地の要取得面積（約９，１００㎡）に対する進捗率は１００％

となった。 

・ 大橋地区は、清算徴収金の徴収を実施した。 

 

営業収益の主なものは、施設建築物等の完成引渡時に計上される敷地等処分収益であるが、令

和３年度は処分した敷地等がなかったことから営業収益は生じていない。 

また、令和３年度末時点の再開発資産３７２億余円は、泉岳寺駅地区において支出した用地費

等である。 

特定建築者を決定した泉岳寺駅地区については、令和５年度から本格的に施設建築物工事等が
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行われる。品川駅周辺開発と調和した国際交流拠点にふさわしい複合市街地の形成という事業の

目的の実現に向けて、着実に事業を実施するとともに、公営企業会計で事業を行うという趣旨を

踏まえ、引き続き採算性を重視した事業運営をしていく必要がある。 

 

（注１）保留床とは、敷地を共同化し、高度利用することで新たに生み出された床である。 

（注２）都市再開発事業会計の仕組み 

・ 用地費、工事費等は、資本的支出として、貸借対照表の再開発資産に計上される。 

・ 敷地・保留床の処分に係る前受金、一般会計負担金収入等は、資本的収入として、貸借対

照表の営業前受金に計上される。 

・ 再開発ビルや道路等の完成引渡し時に、再開発資産を営業費用の敷地等処分原価に、営業

前受金を営業収益の敷地等処分収益に振り替える。 

・ 収益的収支 

  

  

・ 資本的収支 

  

  

第３ 経営状況の概要 

１ 経営成績 

（１）主な経営指標等の推移 

  （単位：百万円） 

項目 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 

営業収益 - - - - - 

営業費用 5 - - - - 

営業損益 △ 5 - - - - 

営業外収益 2 2 11 105 104 

経常損益 △ 2 2 11 104 104 

（注）太字は、第２ 審査の結果 ２ 事業運営について （２） 経営状況等（主要な経営指標等）

で掲載した指標等である。 

収益的収入 
営業収益（敷地等処分収益 等） 

営業外収益（受取利息 等） 

収益的支出 
営業費用（敷地等処分原価 等） 

特別費用（固定資産売却損 等） 

資本的収入 
都市再開発事業収入（敷地等処分収入 等） 
一般会計負担金 等 

資本的支出 
都市再開発事業費（用地費、工事費 等） 

企業債償還金 等 
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（２）損益計算書の前期比較分析 

  （単位：百万円、％） 

科目 

令和 3年度 令和 2年度 増（△）減 
主な増減の

説明 
金額 

(A) 

金額 

(B) 

金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

営業外収益 104 105 △ 0 △    0.8 

― 

 

受取利息 2 2 △ 0 △   29.7 

雑収益 102 102 △ 0 △    0.0 

営業外費用 - 0 △ 0 △    100 

― 

 雑支出 - 0 △ 0 △    100 

経常損益 104 104 △ 0 △    0.6 ― 

特別利益 50 - 50  -  

環状二号線
地区の瑕疵
担保期間満

了に伴う完
成資産保証

引当金取崩

戻入益の増 

当年度純損益 154 104 49 47.5 ― 

前年度 

繰越利益剰余金 
5,772 5,769 2  0.0  ― 

当年度 
未処分利益剰余金 

5,927 5,874 52  0.9  ― 
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２ 財政状態 

（１）主な経営指標等の推移 

  （単位：百万円） 

項目 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 

再開発資産 789 1,397 31,960 36,429 37,226 

 
泉岳寺駅地区 339 557 30,720 34,837 35,290 

都市再開発事業関連費 449 840 1,240 1,591 1,935 

流動資産 38,093 39,604 41,254 39,760 40,609 

資産合計 38,997 41,116 73,329 76,304 77,950 

固定負債 137 137 137 2,503 86 

流動負債 203 2,320 34,521 35,025 38,907 

負債合計 341 2,457 34,659 37,529 38,994 

資本金 23,672 23,672 23,672 23,672 23,672 

剰余金 14,983 14,986 14,997 15,102 15,283 

資本合計 38,656 38,659 38,670 38,775 38,955 

負債資本合計 38,997 41,116 73,329 76,304 77,950 

業務活動によるキャッシュ・フロー 24 8 3 114 91 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 917 1,512 △ 2,561 △ 1,691  2,504 

財務活動によるキャッシュ・フロー 863 0 4,175 103 △ 1,912 

資金増減額 △ 29 1,521 1,616 △ 1,474  684 

資金期首残高 38,107 38,078 39,599 41,216 39,741 

資金期末残高 38,078 39,599 41,216 39,741 40,426 

給与費 335 342 343 324 316 

職員数（人）（注１） 36 36 36 35 33 

平均年齢（歳）（注１） 44 歳 5 月 43 歳 2 月 42 歳 9 月 42 歳 10 月 43 歳 11 月 

職員一人当たり給与費（千円）

（注２） 
7,805 8,055 8,053 7,813 8,112 

（注１）職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。職員は、全て資本勘定部門

に所属している。 

（注２）職員一人当たり給与費＝（給料＋手当）÷月当たり平均職員数 

（注３）太字は、第２ 審査の結果 ２ 事業運営について（主要な経営指標等）で掲載した指標

等である。 
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（２）貸借対照表の前期比較分析 

  （単位：百万円、％） 

科目 

令和 3年度 令和 2年度 増（△）減 
主な増減の

説明 
金額 

(A) 
構成比 

金額 

(B) 
構成比 

金額 

(C)=(A)-(B) 

(B) 

率 

(C)/(B)

×100 

固定資産 114 0.1 114 0.1 0 0  

― 
 

有形固定資産 114 0.1 114 0.1 0 0  

 土地 114 0.1 114 0.1 0 0  

再開発資産 37,226 47.8 36,429 47.7 796 2.2 

泉岳寺駅地

区での事業

進捗による

増 

 

未成再開発資産 37,226 47.8 36,429 47.7 796 2.2 

 

泉岳寺駅地区都

市再開発事業費 
35,290 45.3 34,837 45.7 453 1.3 

都市再開発事業
関連費 

1,935 2.5 1,591 2.1 343 21.6 

流動資産 40,609 52.1 39,760 52.1 848 2.1 

泉岳寺駅地

区での建物

解体工事に

よる前払金

の増 

 

現金及預金 40,426 51.9 39,741 52.1 684 1.7 

 預金 40,426 51.9 39,741 52.1 684 1.7 

未収金 31 0.0 19 0.0  11 60.6 

 

営業未収金 0 0.0 0 0.0 △ 0 △ 40.0 

営業外未収金 0 0.0 0 0.0 0 67.5 

その他未収金 30 0.0 18 0.0 12 65.8 

前払金 152 0.2 - -  152 -  

資産合計 77,950  100 76,304  100 1,645 2.2 ― 
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  （単位：百万円、％） 

科目 

令和 3年度 令和 2年度 増（△）減 
主な増減の

説明 
金額 

(A) 
構成比 

金額 

(B) 
構成比 

金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)

×100 

固定負債 86 0.1 2,503 3.3 △ 2,416 △ 96.5 他会計借入金

を流動負債へ

振り替えたこ

とによる減 

 

完成資産保証

引当金の取崩

しによる減 

 

他会計借入金 - -  2,366 3.1 △ 2,366 △ 100 

 
建設改良費等の財源に充

てるための長期借入金 
- -  2,366 3.1 △ 2,366 △ 100 

その他固定負債 86 0.1 137 0.2 △ 50 △ 36.8 

 完成資産保証引当金 86 0.1 137 0.2 △ 50 △ 36.8 

流動負債 38,907 49.9 35,025 45.9 3,881 11.1 他会計借入

金を固定負

債から振り

替えたこと

による増 

 

泉岳寺駅地

区での特定

建築者から

基本協定締

結保証金を

受領したこ

とによる前

受金の増 

 

他会計借入金 2,366 3.0 1,912 2.5 454 23.7 

 建設改良費等の財源に充

てるための長期借入金 
2,366 3.0 1,912 2.5 454 23.7 

未払金 27,373 35.1 27,023 35.4 349 1.3 

 

営業未払金 25,368 32.5 25,426 33.3 △ 58 △ 0.2 

工事未払金 18 0.0 215 0.3 △ 197 △ 91.5 

その他未払金 1,986 2.5 1,380 1.8 605 43.9 

前受金 9,167 11.8 6,090 8.0 3,077 50.5 

 営業前受金 9,167 11.8 6,090 8.0 3,077 50.5 

負債合計 38,994 50.0 37,529 49.2 1,464 3.9 ― 

資本金 23,672 30.4 23,672 31.0 0 0 

― 
 

資本金 23,672 30.4 23,672 31.0 0 0 

 

固有資本金 131 0.2 131 0.2 0 0 

繰入資本金 1,162 1.5 1,162 1.5 0 0 

組入資本金 22,379 28.7 22,379 29.3 0 0 

剰余金 15,283 19.6 15,102 19.8 180 1.2 

泉岳寺駅地

区での用地

無償取得に

よる受贈財

産評価額の

増 

 

資本剰余金 1,130 1.4 1,104 1.4 25 2.3 

 受贈財産評価額 1,130 1.4 1,104 1.4 25 2.3 

利益剰余金 14,152 18.2 13,998 18.3 154 1.1 

 
都市再開発事業積立金 8,225 10.6 8,123 10.6 102 1.3 

当年度未処分利益剰余金 5,927 7.6 5,874 7.7 52 0.9 

資本合計 38,955 50.0 38,775 50.8 180 0.5 ― 

負債資本合計 77,950 100 76,304 100 1,645 2.2 ― 
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３ 予算及び決算 

（１）収益的収入及び支出 

収入  （単位：百万円、％） 

科目 予算額 決算額 増減額 収入率 増減額の説明 

都市再開発事業収益 119 154 35 129.7 環状二号線地区の瑕疵

担保期間満了に伴う完

成資産保証引当金取崩

戻入益による増 

営業収益 0 0 0 -  

営業外収益 119 104 △ 15 87.4 

特別利益 0 50 50 -  

 

支出  （単位：百万円、％） 

科目 予算額 決算額 不用額 執行率 不用額の説明 

都市再開発事業費用 15 0 15 0  

― 営業費用 13 0 13 0 

営業外費用 1 0 1 0  

 

（２）資本的収入及び支出 

収入  （単位：百万円、％） 

科目 予算額 決算額 増減額 収入率 増減額の説明 

資本的収入 5,680 2,909 △ 2,770 51.2 泉岳寺駅地区での建物

基礎解体工事時期の変

更等に伴い、用地費が

減少したことによる公

営企業会計負担金、国

庫補助金の減 

一般会計負担金 1 1 △ 0 71.6 

公営企業会計負担金 2,966 848 △ 2,117 28.6 

国庫補助金 599 121 △ 477 20.3 

都市再開発事業収入 2,090 1,920 △ 169 91.9 

雑収入 23 17 △ 5 77.7 

 

支出  （単位：百万円、％） 

科目 予算額 決算額 繰越額 不用額 執行率 翌年度繰越額・不用額の説明 

資本的支出 5,812 2,743 152 2,917 47.2 泉岳寺駅地区での建物

基礎解体工事時期の変

更等に伴う用地費の減

による不用 

都市再開発事業費 3,900 831 152 2,917 21.3 

 長期借入金償還金 1,912 1,912 0 0 100 

建設利息 0 0 0 0 80.3 
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４ 参考資料 

（１）各種明細資料 

（表３）施設建築物の概要 

地区 棟 構造 主要用途 完成年月 

北新宿地区 

１－１棟 地上 20 階・地下 1 階 住宅・駐車場 平成 24 年 3 月 

１－２棟 地上 35 階・地下 2 階 業務・商業・駐車場 平成 23 年 8 月 

２－１棟 地上 9階・地下 1階 業務・住宅・商業・駐車場 平成 16年 11 月 

２－２Ａ棟 地上 9階 住宅・駐車場 平成 18 年 9 月 

２－２Ｂ棟 地上 5階 住宅・駐車場 平成 27 年 3 月 

３－１棟 地上 6階 住宅 平成 27 年 3 月 

３－２棟 地上 3階・地下 2階 業務 平成 23年 12 月 

４－１棟 地上 4階・地下 2階 業務 平成 25年 10 月 

４－２棟 地上 2階 神社（神輿倉）・集会室 平成 18年 10 月 

大橋地区 
１－１棟 地上 42 階・地下 2 階 住宅・店舗・業務・公益施設・駐車場 平成 25 年 1 月 

１－２棟 地上 27 階・地下 2 階 住宅・店舗・事務所・駐車場 平成 21 年 4 月 

環状二号線 
地区 

Ⅰ－１棟 地上 16 階・地下 2 階 住宅・店舗・事務所・駐車場 平成 23 年 4 月 

Ⅱ－１棟 地上 21 階・地下 1 階 住宅・公益施設・駐車場 平成 19 年 4 月 

Ⅲ－１棟 地上 52 階・地下 5 階 住宅・事務所・店舗・文化交流施設・駐車場 平成 26 年 5 月 

泉岳寺駅 
地区 

― 地上 30 階・地下 3 階 
住宅・事務所・店舗・地
下鉄駅施設・駐車場 

（未着工） 

 

（表４）資本的収支比較表  （単位：千円、％） 

項目 
令和 3年度 

(A) 

令和 2年度

(B) 

増（△）減 

金額 
(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)
×100 

資本的 

収入 

一般会計負担金 1,375 1,895 △ 520 △ 27.4 

公営企業会計負担金 848,283 1,638,953 △ 790,669 △ 48.2 

国庫補助金 121,735 582,162 △ 460,427 △ 79.1 

長期借入金 - 103,000 △ 103,000 △ 100  

都市再開発事業収入 1,920,250 - 1,920,250 - 

固定資産売却収入 - 253 △ 253 △ 100  

雑収入 17,940 16,363 1,576  9.6 

計 2,909,584 2,342,627  566,956  24.2 

資本的 

支出 

都市再開発事業費 831,308 2,381,718 △ 1,550,410 △ 65.1 

長期借入金償還金 1,912,000 - 1,912,000 - 

建設利息 204 208 △ 4 △ 1.9 

計 2,743,513 2,381,927  361,585  15.2 

差引資本的収支  166,070 △ 39,300  205,370 △ 522.6 
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（表５）給与費明細表  （単位：千円） 

区分 
令和 3年度 

(A) 
令和 2年度 

(B) 
増（△）減 
(A)-(B) 

給料 126,339 130,894 △ 4,555 

手当 141,383 142,594 △ 1,210 

法定福利費 49,173 50,731 △ 1,558 

計 316,896 324,220 △ 7,324 

職員数 33 人 35 人 △2 人 

平均年齢 43 歳 11 月 42 歳 10 月  1 歳 1 月 

職員一人当たり給与費 8,112 千円 7,813 千円 298 千円 

（注１）職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。 

（注２）職員一人当たり給与費＝（給料＋手当）÷月当たり平均職員数 

（注３）職員は、全て資本勘定部門に所属している。 

 

（表６）剰余金計算書  （単位：百万円） 

 資本金 

剰余金 

資本 
合計 

資本剰余金 利益剰余金 

受贈財産
評価額 

資本剰余
金合計 

都市再開

発事業積
立金 

未処分利
益剰余金 

利益剰余
金合計 

前年度末残高 23,672 1,104 1,104 8,123 5,874 13,998 38,775 

前年度処分額 0 0 0 102 △ 102 0 0 

 議会の議決に

よる処分額 
0 0 0 102 △ 102 0 0 

処分後残高 23,672 1,104 1,104 8,225 
(繰越利益剰余金) 

5,772 13,998 38,775 

当年度変動額 0 25 25 0 154 154 180 

 

資本剰余金の

受入 
0 25 25 0 0 0 25 

当年度純利益 0 0 0 0 154 154 154 

当年度末残高 23,672 1,130 1,130 8,225 
( )当年度未処分

利益剰余金
 

5,927 14,152 38,955 

（注）この計算書における△表記は、減少を示すものである。 
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（表７）比較キャッシュ・フロー計算書  （単位：百万円、％） 

年度 

 

項目 

令和 3年度 令和 2年度 増（△）減 

金額 

(A) 

金額 

(B) 

金額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)

×100 

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー 

 

当年度純利益  154  104  49  47.5 

引当金の増減額（△は減少） △ 50 - △ 50  - 

受取利息 △ 2 △ 2  0 △ 29.7 

有形固定資産売却損益（△は
益） 

 -  0 △ 0 △ 100 

未収金の増減額（△は増加） △ 12  8 △ 21 △ 242.0 

小計  89  111 △ 21 △ 19.4 

利息の受取額  2  2 △ 0 △ 30.0 

業務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

 91  114 △ 22 △ 19.7 

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 

有形固定資産の売却による収
入 

 -  0 △ 0 △ 100 

再開発資産の取得による支出 △ 1,180 △ 2,638  1,457 △ 55.2 

国庫補助金による収入  121  582 △ 460 △ 79.1 

一般会計からの繰入金による
収入 

 1  1  0  62.0 

公営企業会計からの繰入金に
よる収入 

 1,454  335  1,118  333.6 

その他資本収入  2,108  27  2,080  - 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

 2,504 △ 1,691  4,196 △ 248.1 

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 

公営企業会計からの借入金に
よる収入 

 -  103 △ 103 △ 100 

公営企業会計からの借入金の

償還による支出 
△ 1,912  - △ 1,912  - 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
△ 1,912  103 △ 2,015  - 

資金増減額  684 △ 1,474  2,159 △ 146.4 

資金期首残高  39,741  41,216 △ 1,474 △ 3.6 

資金期末残高  40,426  39,741  684  1.7 
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